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〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
第
十
九
条
の
四
十
九
第
三
項
に

お
い
て
準
用
す
る
船
舶
安
全
法
第
二
十
五

条
の
四
十
八
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

検
定
機
関
の
登
録
を
更
新
し
た
件

（
同
三
〇
〇
）

Q

〇
旅
行
業
法
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
事
項
の

変
更
の
件
（
観
光
庁
二
）

〇
旅
行
業
法
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
研
修
機

関
の
登
録
を
し
た
件
（
同
三
〜
五
）

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
七
五
〜
七
九
）

〇
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
第
九
条
の
二
第
三
項
第
三
号
及

び
第
十
条
の
四
第
三
項
第
三
号
の
規
定
に

基
づ
き
環
境
大
臣
が
定
め
る
認
証
制
度
を

定
め
る
件
を
廃
止
す
る
件
（
環
境
一
七
）
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〔
国
会
事
項
〕

J
I

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

最
高
裁
判
所

J
J

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

行
政
機
関
の
保
有
す
る
情
報
の
公
開
に
関
す

る
法
律
施
行
令
第
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
閲
覧
所
を
定
め
た
件
（
平
成
十
三
年
三

月
二
十
三
日
会
計
検
査
院
公
示
第
一
号
）
を

廃
止
し
、
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
法
律

施
行
令
第
十
三
条
の
規
定
に
基
づ
き
事
務
所

の
場
所
を
公
示
す
る
件

（
会
計
検
査
院
公
示
二
）
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本
日
公
布
さ
れ
た
法
令
の
「
あ
ら
ま
し
」
は
、

次
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
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〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
一
四
〇
）
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〇
食
糧
援
助
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ケ
ニ

ア
共
和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に

関
す
る
件
（
外
務
八
六
）

〇
食
糧
援
助
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ブ
ル

キ
ナ
フ
ァ
ソ
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換

に
関
す
る
件
（
同
八
七
）

O

〇
リ
ベ
リ
ア
共
和
国
に
お
け
る
小
児
感
染
症

予
防
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る
日
本

国
政
府
と
国
際
連
合
児
童
基
金
と
の
間
の

書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件
（
同
八
八
）

〇
国
道
一
号
線
ア
ワ
シ
ュ
橋
架
け
替
え
計
画

（
詳
細
設
計
）
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る

日
本
国
政
府
と
エ
チ
オ
ピ
ア
連
邦
民
主
共

和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す

る
件
（
同
八
九
）

〇
日
本
薬
局
方
の
全
部
を
改
正
す
る
件

（
厚
生
労
働
六
五
）

〇
青
森
県
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
、

茨
城
県
に
お
け
る
社
会
保
険
料
及
び
労
働

保
険
料
等
に
関
す
る
納
期
限
等
を
延
長
す

る
件
（
同
六
六
）

〇
農
業
災
害
補
償
法
施
行
規
則
に
よ
り
診
療

そ
の
他
の
行
為
に
よ
っ
て
組
合
員
が
負
担

す
べ
き
費
用
の
内
容
に
応
じ
て
農
林
水
産

大
臣
が
定
め
る
点
数
等
を
定
め
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
農
林
水
産
六
四
八
）

〇
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の

保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す

る
法
律
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き

同
項
の
措
置
の
対
象
と
な
る
特
定
権
利
利

益
の
根
拠
と
な
る
法
令
の
条
項
等
を
指
定

す
る
件
（
同
六
四
九
）

〇
船
舶
安
全
法
第
六
条
ノ
四
第
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
、
型
式
承
認
を
し
た
件

（
国
土
交
通
二
九
九
）
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国
家
試
験

労
働
安
全
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
試
験
及
び
労
働

衛
生
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
試
験
の
合
格
者

（
厚
生
労
働
省
）
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〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
破
産
、
免
責
、特
別
清
算
、

再
生
関
係

J
J

会
社
そ
の
他

L
J

〔
政

令
〕

〇
平
成
十
二
年
か
ら
平
成
二
十
一
年
ま
で
の

間
の
火
山
現
象
に
よ
る
東
京
都
三
宅
村
の

区
域
に
係
る
災
害
に
つ
い
て
の
激
甚
災
害

の
指
定
及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措

置
の
指
定
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正

す
る
政
令
（
二
七
）

K

〇
平
成
二
十
二
年
等
に
お
け
る
特
定
地
域
に

係
る
激
甚
災
害
及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す

べ
き
措
置
の
指
定
に
関
す
る
政
令（
二
八
）

〇
放
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一

部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
（
二
九
）

M

〇
放
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一

部
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
を
定
め
る
政

令
（
三
〇
）

〇
薬
事
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
三
一
）

〔
告

示
〕

〇
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
一
三
六
）

M

〇
除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件（
同
一
三
七
）

〇
原
戸
籍
が
滅
失
し
た
件
（
同
一
三
八
）

N

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
同
一
三
九
）
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